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１．調査概要等



１-（１）．調査目的と令和７年度調査結果のポイント
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○国土交通省では、テレワーク関係府省※と連携して、テレワークの普及推進に取り
組んでおり、本調査は、全国の就業者の働き方の実態を把握することで、今後のテ
レワークの普及促進策に役立てることを目的として、 「テレワーク人口実態調査」を
毎年実施している。

○調査目的

※ 内閣官房、内閣府、総務省、デジタル庁、厚生労働省、経済産業省、国土交通省

○令和７年度調査結果のポイント

１．テレワークの普及度合いと実施実態
・コロナ禍後は、減少が継続していたが、令和7年度調査において増加に転じ、安

定基調で推移。コロナ禍前よりは高い水準にあり、定着傾向。（２－２）



■テレワーク

【雇用型就業者】ICT（情報通信技術）等を活用し、普段出勤して仕事を行う勤務先とは違う場所で仕事をすること、又は、勤務先に出勤せず自宅その他の場所で
仕事をすること

【自営型就業者】ICT （情報通信技術）等を活用し、自宅で仕事をすること、又は、普段自宅から通って仕事を行う場所とは違う場所で仕事をすること

■就業者

収入のある仕事をしている人

・うち「雇用型就業者」

民間会社、官公庁、その他の法人・団体の正社員・職員、及び派遣社員・職員、契約社員・職員、嘱託、パート、アルバイトを本業としていると回答した人

・うち「自営型就業者」

自営業・自由業、及び家庭での内職を本業としていると回答した人

■テレワーカー

現在の主な仕事でこれまで、テレワークをしたことがあると回答した人

【上記テレワーカーの分類】

■非テレワーカー

現在の主な仕事でこれまで、テレワークをしたことがないと回答した人

■コワーキングスペース等

複数の企業や個人が設備を共有しながら仕事を行う場所（テレワークセンター、シェアオフィス、レンタルオフィス、インキュベーションオフィス、ホテル、飲食店も含
む）。自社の他事業所（支店・営業所、自社専用のサテライトオフィス等）は含まない

雇用型就業者のうち、これまでテレワークをしたことがある人雇用型
テレワーカー

自宅でテレワークを行う人在宅型
テレワーカー

勤務先にテレワーク制度等が導入されている（制度はない
が会社や上司等がテレワークをすることを認めている場合
を含む）上で、これまでテレワークをしたことがある人

制度等あり（制度
等に基づく）
テレワーカー

自社の他事業所、またはコワーキングスペース等でテ
レワークを行う人（訪問先、その行き帰り、出張中に立
ち寄ってテレワークする場合、帰省先、旅行先で訪れ
る場合を除く）

サテライト型
テレワーカー

勤務先でテレワークが導入されていない、または制度が導
入されているかどうか分からないが、これまでテレワークを
したことがある人

制度等なし
テレワーカー

訪問先、その行き帰り、出張中に立ち寄る喫茶店、図
書館、ホテル、移動中の電車内等でテレワークを行う
人（出先の行き帰り等に立ち寄る場合に限り利用する、
自社の他事業所、共同利用型オフィスやコワーキング
スペース等も含む）

モバイル型
テレワーカー

自営型就業者のうち、これまでテレワークをしたことがある人自営型
テレワーカー

１-（２）．用語の定義
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１-（３）．令和７年度調査の概要

有効サンプル数実施日調査対象者調査の概要調査の種類

■WEB調査

40,000人
・雇用型就業者 36,391人
・自営型就業者 3,609人

うちテレワーカー 10,286人
雇用型 9,178人
自営型 1,108人

2025年10月24日（金）
～11月4日（火）

○WEB調査の登録者のうち15
歳以上の就業者約60万人に
調査票を配布し、４万サンプ
ル(※1)を回収

全国の就業者を対象に、テレ
ワーク実施者の属性、実施状
況を把握

テレワークの
普及度合いと
実施実態調査
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（※1）R4就業構造基本調査の性年齢別の人数の構成比を参考にサンプルを抽出。
また、三大都市圏（東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県、愛知県、京都府、大阪府、兵庫県）、三大都市圏以外の地域をそれぞれ１つのグループとし、その人数の構成比は、R4就業構造基本調査と
同じ構成比となるように抽出。（各都道府県の構成比は考慮しない）
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１-（４）．令和７年度調査結果の一覧

１．テレワークの普及度合いと実施実態
・テレワーカーの割合（雇用型・自営型別、性年齢別、居住地域別）
・直近１年間のテレワーク実施率
・勤務先のテレワーク制度等の導入割合
・テレワーク制度等に基づく雇用型テレワーカーの割合
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２．【調査結果】テレワークの普及度合いと実施実態



就業者数（人）
テレワーカー数

（人）
テレワーカー数
/就業者数（%）

就業者数（人）
テレワーカー数

（人）
テレワーカー数
/就業者数（%）

全体 36,391 9,178 25.2% 3,609 1,108 30.7%
男性 19,405 6,159 31.7% 2,303 649 28.2%
女性 16,986 3,019 17.8% 1,306 459 35.1%

R7
雇用型 自営型

雇用型
(n=36,391)

雇用型
(n=36,219)

雇用型
(n=36,228)

雇用型
(n=35,999)

雇用型
(n=35,990)

雇用型
(n=35,727)

雇用型
(n=35,807)

雇用型
(n=35,623)

雇用型
(n=36,450)

雇用型
(n=35,744)

自営型
(n=3,609)

自営型
(n=3,781)

自営型
(n=3,772)

自営型
(n=4,001)

自営型
(n=4,010)

自営型
(n=4,273)

自営型
(n=4,193)

自営型
(n=4,377)

自営型
(n=3,550)

自営型
(n=4,256)
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２-１．雇用型・自営型別テレワーカーの割合

※単数回答

○雇用型テレワーカーの割合は25.2%、自営型テレワーカーの割合は30.7% （※）となり、いずれも昨年度から増
加。

※ 自営型テレワーカーについて、R３年度に定義を変更し
たため、それ以前との直接比較は困難。

従来の定義では、「普段仕事を行う事業所・仕事場とは
違う場所」で実施することが要件。このため、会社という
普段働くことが想定される特定の場所がない自営型では、
働く場所が自宅にシフトすると、従来の要件から外れるこ
ととなる。これが、R2年度に自営型テレワーカー割合が
減少した理由と考えられるため、R3年度に定義を変更し、
「普段仕事を行う場所が自宅」であるテレワークも対象と
した。

なお、雇用型についても自宅テレワーク中心の働き方
の増加を想定し、併せて定義を変更した。

＜R３年度以降のテレワークの定義＞

自営型：ICT等を活用して、自宅で仕事をすること、
又は、普段自宅から通って仕事を行う仕事場
とは違う場所で仕事をすること）

雇用型：ICT等を活用して、普段出勤して仕事を行う
勤務先とは違う場所で仕事をすること、又は
勤務先に出勤せず自宅その他の場所で仕事
をすること

全就業者におけるテレワーカーの割合【H28-R７】



50.4%

41.7%

46.3%

45.7%

33.2%

40.9%

38.3%

53.2%

28.8%

38.2%

32.9%

40.8%

22.6%

24.9%

30.0%

37.3%

24.6%

22.6%

24.1%

25.7%

26.9%

28.2%

29.6%

35.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

男性（n=119）

男性（n=127）

女性（n=82）

女性（n=94）

男性（n=220）

男性（n=193）

女性（n=154）

女性（n=154）

男性（n=382）

男性（n=369）

女性（n=222）

女性（n=211）

男性（n=509）

男性（n=477）

女性（n=263）

女性（n=263）

男性（n=1,188）

男性（n=1,137）

女性（n=642）

女性（n=584）

男性（n=2,418）

男性（n=2,303）

女性（n=1,363）

女性（n=1,306）

R6
R7

R6
R7

R6
R7

R6
R7

R6
R7

R6
R7

R6
R7

R6
R7

R6
R7

R6
R7

R6
R7

R6
R7

１
５

～
２

９
歳

３
０

～
３

９
歳

４
０

～
４

９
歳

５
０

～
５

９
歳

６
０

歳
～

全
年

齢

自営型テレワーカー割合【R6-R7】
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雇用型テレワーカー割合【R6-R7】
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２-２．性年齢別テレワーカーの割合

※単数回答※単数回答

○雇用型テレワーカーの割合は、全年齢では、男女とも昨年度とほぼ同じ。年齢別では、男性の50代が2.6ポイント増加。

○自営型テレワーカーの割合は、全年齢では、男性が昨年度より1.3ポイント、女性が5.5ポイント増加。年齢別では30～50代で男女とも増加。
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２-２．居住地域別テレワーカーの割合

○地域別のテレワーカーの割合は、雇用型就業者・自営型就業者ともに、相対的に首都圏で高い。

○雇用型就業者のテレワーカーの割合は、首都圏では令和2年度以降は3割超の水準を維持。

（※）R1以前及びR7はWEB登録者情報の居住地、R２～R６はWEB調査回答者の居住地
首都圏： 東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県
中京圏： 愛知県、岐阜県、三重県
近畿圏： 京都府、大阪府、兵庫県、奈良県
地方都市圏： 上記以外の道県

雇用型テレワーカーの割合【H28-R７】 自営型テレワーカーの割合【H28-R７】

※単数回答

※R3からは、自営型のテレワークの定義の修正により、
R2とR3の直接比較は困難

27.1% 26.8% 28.1%
25.2%

24.8%

38.7% 37.9% 38.3% 37.7%

41.4%

20.9% 22.5%
25.2%

21.0% 19.8%

26.7% 26.0%
28.4% 29.2%

31.7%

17.7%

20.6%
22.3%

20.4% 16.8%

25.7%
23.5%

25.3%
25.8% 27.1%

19.0% 19.5%
22.0%

18.2% 16.2%

22.2% 21.8%
24.2% 22.6% 25.3%21.4%

22.2%
24.0%

20.5%
18.9%

27.3% 26.6%
28.7%

27.9%
30.7%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

首都圏

近畿圏

中京圏

地方都市圏

全国

首都圏 (n=1,186)  (n=1,025)  (n=1,114)    (n=1,035)    (n=1,074)   (n=1,037)    (n=1,020)   (n=1,035)    (n=1,035)    (n=989)

近畿圏 (n=612)     (n=543)     (n=604)     (n=599)      (n=567)     (n=501)      (n=543)       (n=493)    (n=496)     (n=479)

中京圏 (n=305)      (n=267)    (n=319)     (n=323)      (n=363)     (n=339)      (n=327)      (n=304)     (n=306)     (n=269)

地方都市圏 (n=2,153)   (n=1,715)   (n=2,340)    (n=2,236)    (n=2,269)   (n=2,133)   (n=2,111)   (n=1,940)   (n=1,944)    (n=1,872)

全国 (n=4,256)   (n=3,550)   (n=4,377)    (n=4,193)    (n=4,273)   (n=4,010)   (n=4,001)   (n=3,772)   (n=3,781)   (n=3,609)

16.9%
18.3%

20.5% 18.8%

34.1%

42.1% 39.6%

37.6% 36.8% 37.7%

13.5%
15.2%

17.4% 15.5%

23.3%

27.3%

25.9% 24.1% 24.5%

25.0%

13.1% 13.8%
16.1%

14.9%

19.7%

23.0% 22.0% 22.0%
19.8%

22.8%

11.0%
12.6% 13.9% 12.0%

16.2% 17.7% 18.1% 17.0% 17.4% 17.2%
13.3%

14.8%
16.6%

14.8%

23.0%
27.0%

26.1%
24.8% 24.6%

25.2%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

首都圏

近畿圏

中京圏

地方都市圏

全国

首都圏 (n=10,498) (n=10,930) (n=10,605) (n=10,470)  (n=10,664)  (n=10,941)  (n=10,896)  (n=11,005)  (n=10,893)  (n=11,252)

近畿圏 (n=5,371)   (n=5,496)   (n=5,566)   (n=5,702)   (n=5,314)   (n=5,258)    (n=5,298)    (n=5,371)   (n=5,671)   (n=5,495)

中京圏 (n=3,315)   (n=3,188)    (n=3,254)   (n=3,308)   (n=3,577)   (n=3,392)    (n=3,356)    (n=3,542)  (n=3,452)  (n=3,429)

地方都市圏(n=16,560) (n=16,836) (n=16,198) (n=16,327)  (n=16,172)  (n=16,399)  (n=16,449)  (n=16,310)  (n=16,203)  (n=16,215)

全国 (n=35,744) (n=36,450) (n=35,623) (n=35,807)  (n=35,727)  (n=35,990)  (n=35,999)  (n=36,228)  (n=36,219)  (n=36,391)

※R3からは、自営型のテレワークの定義の修正により、
R2とR3の直接比較は困難
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R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

首都圏

近畿圏

中京圏

地方都市圏

全国

首都圏 (n=10,470) (n=10,941) (n=10,896) (n=11,005) (n=10,893) (n=11,252)

近畿圏 (n=5,702) (n=5,258) (n=5,298) (n=5,371) (n=5,671) (n=5,495)
中京圏 (n=3,308) (n=3,392) (n=3,356) (n=3,542) (n=3,452) (n=3,429)

地方都市圏 (n=16,327) (n=16,399) (n=16,449) (n=16,310) (n=16,203) (n=16,215)

全国 (n=35,807) (n=35,990) (n=35,999) (n=36,228) (n=36,219) (n=36,391)

（※２）これまでテレワークをしたことがあると回答した人の割合。「直近１年間の実施率」はこの値よりも低い。 11

２-２．居住地域別直近１年間のテレワーク実施率

直近１年間のテレワーク実施率【R3-R7】

※単数回答

○コロナ禍以降の直近１年間のテレワーク実施率（※１）は、令和6年度までどの地域も減少傾向であったが、令
和7年度は増加し、全国平均ではコロナ流行前時点のテレワークをしたことのある人の割合と比べて高い水準
を維持。 ⇒コロナ禍後は、減少が継続していたが、令和7年度調査において増加に転じ、安定基調で推移。

（※１）雇用型就業者のうち、各調査年度において直近１年間にテレワークを実施しているテレワーカーの割合

直近１年間の実施率

R1年度調査時点における
直近１年の実施率推測値

【参考】
雇用型テレワーカー

の割合（※2）

【設問対象者】雇用型就業者［n=36,391］

（※）R1以前及びR7はWEB登録者情報の居住
地、R2～R6はWEB調査回答者の居住地
首都圏： 東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県
中京圏： 愛知県、岐阜県、三重県
近畿圏： 京都府、大阪府、兵庫県、奈良県
地方都市圏： 上記以外の道県
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２-２．業種別テレワーカーの割合

業種別 雇用型テレワーカーの割合【R5・R7】 業種別 自営型テレワーカーの割合【R5・R7】

○業種別のテレワーカーの割合は、雇用型テレワーカーで、「情報通信業」が最も高く74.1%、次いで「学術研究、専門・技術サー
ビス業」で54.0%と高い。一方、「宿泊業・飲食業」が6.0%と最も低く、次いで「医療・福祉」が6.4%と低い。一昨年度との比較では、
「電気・ガス業」が約4ポイント上昇。

○自営型テレワーカーでも「情報通信業」の割合が最も高く73.5%、次いで「学術研究、専門・技術サービス業」で56.3%と高い。一方、
「農林水産・鉱業」が6.6%と最も低く、次いで「宿泊業・飲食業」が9.3%と低い。一昨年度との比較では「建設業」で大きく上昇。

※単数回答※単数回答

農林水産・鉱業

建設業

製造業

電気・ガス業

情報通信業

運輸業

卸・小売業

金融・保険業

不動産業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業・飲食業

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業（洗濯・理美容・冠婚
葬祭業等）、娯楽業

教育・学習支援業

医療、福祉

複合ｻｰﾋﾞｽ事業・他に分類されない
ｻｰﾋﾞｽ業

その他

農林水産・鉱業

建設業

製造業

電気・ガス業

情報通信業

運輸業

卸・小売業

金融・保険業

不動産業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業・飲食業

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業（洗濯・理美容・冠婚
葬祭業等）、娯楽業

教育・学習支援業

医療、福祉

複合ｻｰﾋﾞｽ事業・他に分類されない
ｻｰﾋﾞｽ業

公務

その他



14.2% 16.3%
19.8% 19.6%

38.8% 40.0% 37.6% 35.1% 33.1% 34.1%

54.6% 55.3% 54.5%
49.9% 50.9%

61.4% 60.5% 60.8% 63.1% 64.8%

13.3% 14.8% 16.6% 14.8%

23.0%
27.0% 26.1%

24.8% 24.6%

25.2%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7
全雇用型就業者における制度等のある割合

制度等のある雇用型就業者における雇用型テレワーカーの割合

全雇用型就業者における雇用型テレワーカーの割合
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２-３．勤務先のテレワーク制度等の導入割合

○雇用型就業者において、勤務先に「テレワーク制度等が導入されている」就業者の割合は昨年度から約1ポ
イント上昇して34.1％。そのうち、テレワークを実施したことがある就業者の割合は、昨年度から約1.7ポイント
増加して64.8％。

勤務先にテレワーク制度等が導入されている就業者の割合【R７】

制度等が導入されている

※単数回答

【設問対象者】雇用型就業者［ n=36,391 ］

※単数回答

制度等が導入されている就業者の割合及び
制度等の有無別の雇用型テレワーカーの割合【H28-R７】

※端数処理の都合上、100％とならない場合があります



制度等のあ

る雇用型テレ

ワーカー

22.1%

（n=8,038）

雇用型就業者全体

（n=36,391）

制度等のな

い雇用型テ

レワーカー

3.1%

（n=1,140）

雇用型非テレ

ワーカー74.8%

（n=27,213）

雇用型テレ

ワーカー

25.2%

（n=9,178）
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２-４．テレワーク制度等に基づく雇用型テレワーカーの割合

○「テレワーク制度等が導入されている」と回答した雇用型テレワーカーの割合は22.1％（令和7年）。

※雇用型就業者全体のうち、勤務先にテレワーク制度等が導入されている雇用型テレワーカーの割合。（なお、「テレワーク制
度等が導入されている」という回答が該当するケースについては、前頁の「勤務先にテレワーク制度等が導入されている就業
者の割合【R7】」グラフ中の選択肢赤囲み参照。また、雇用型テレワーカーの定義は「１-（２）．用語の定義」を参照。）

※端数処理の都合上、100％とならない場合があります

制度等に基づく雇用型テレワーカーの割合【R７】

※1 計算方法
［制度等あり雇用型テレワーカー8,038÷雇用型計36,391］×100

※単数回答

【設問対象者】雇用型就業者［ n=36,391 ］

※1

(n=36,391)(n=36,219)(n=36,228)(n=35,999)(n=35,990)(n=35,727)(n=35,807)(n=35,623)(n=36,450)(n=35,744)

7.7% 9.0% 10.8% 9.8%

19.7%
24.5%

22.7%
21.3%

20.9% 22.1%
15.4%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

2016
(H28)

2017
(H29)

2018
(H30)

2019
(R1)

2020
(R2)

2021
(R3)

2022
(R4)

2023
(R5)

2024
(R6)

2025
(R7)

制度等に基づく雇用型テレワーカーの割合

（雇用型全体）【H28-R７】
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３．【調査結果】回答者の属性
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３-１．性年齢構成

※端数処理の都合上、100％とならない場合があります

○回収サンプル数を、性・年齢階層別に集計すると、下記の構成となっている。

※単数回答
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３-２．大都市、地方都市区分構成

※端数処理の都合上、100％とならない場合があります

○回収サンプル数を、都市圏規模別に集計すると、下記の構成となっている。

※三大都市圏・・・東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県、愛知県、京都府、大阪府、兵庫県
※三大都市圏以外・・・上記以外の道県



1.0%

0.7%

4.6%

5.2%

5.1%

6.2%

17.8%

19.1%

4.9%

1.3%

1.4%

0.5%

5.2%

5.2%

4.6%

5.2%

5.5%

2.4%

12.1%

12.1%

11.6%

3.6%

3.7%

2.3%

2.4%

2.0%

5.5%

2.9%

2.2%

10.4%

3.7%

3.6%

4.5%

3.6%

3.0%

9.0%

5.1%

4.9%

7.0%

12.3%

13.0%

5.0%

8.7%

8.3%

13.2%

4.9%

5.4%

5.1%

4.8%

8.3%

0% 50% 100%

就業者全体

(n=40,000)

雇用型就業者

(n=36,391)

自営型就業者

(n=3,609)
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３-３．業種構成

※端数処理の都合上、100％とならない場合があります

○回収サンプル数を、業種別に集計すると、下記の構成となっている。

製造業

農林水産・鉱業

その他

公務員

複合サービス事業・
他に分類されない
サービス業

医療・福祉

教育、学習支援事業

情報通信業

運輸業

不動産業

学術研究、専門・技術
サービス業（法律・会
計等事務所、広告業、
設計・デザイン等）

宿泊業・飲食業

卸・小売業

生活関連サービス業（洗濯・理
美容・冠婚葬祭業等）、娯楽業

金融・保険業

建設業

※単数回答

電気・ガス業



66.5%

55.0%

42.6%

36.4%

19.7%

10.4%

10.5%

11.6%

13.2%

15.3%

23.1%

34.5%

45.8%

50.4%

65.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

15～29歳

(n=3,216)

30～39歳

(n=3,497)

40～49歳

(n=4,231)

50～59歳

(n=4,490)

60歳以上

(n=3,880)

正規 派遣・契約・嘱託 パート、アルバイト

雇用型就業者・女性（n=16,986)

80.7%

85.4%

88.5%

88.1%

50.3%

7.2%

5.1%

5.0%

6.7%

28.9%

12.1%

9.5%

6.5%

5.3%

20.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

15～29歳

(n=3,307)

30～39歳

(n=3,497)

40～49歳

(n=4,231)

50～59歳

(n=4,490)

60歳以上

(n=3,880)

正規 派遣・契約・嘱託 パート、アルバイト

雇用型就業者・男性（n=19,405)
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３-４．性年齢別雇用形態構成比（雇用型）

※端数処理の都合上、100％とならない場合があります

○回収サンプル数を、性年齢別、雇用形態別に集計すると、下記の構成となっている。

※単数回答※単数回答
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※単数回答

３-５．世帯年収分布（雇用型）

※テレワーカー ：わからない(n=731)、無回答(n=927)
非テレワーカー：わからない(n=3,563)、無回答(n=3,319)

○回収サンプル数を、世帯年収別、テレワーカー・非テレワーカー別に集計すると、下記の構成となっている。


